
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 98% 97%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

年度

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第３条、第
14条、第17条及び第26条の２
　国民年金法等の一部を改正する法律付則第97条

主要政策・施策

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％ -

単位

手当受給者数 人目標値

425,515 430,954

423,908 431,420

実績

定量的な目標が設定できない理由

人

代替目標 代替指標
中間目標

-

％

156,781

-

実施方法

　障害認定基準に該当した者に対して、手当を支給するものであ
るため。

26年度

特別児童扶養手当等給付 担当部局庁 社会・援護局障害保健福祉部 作成責任者

事業開始年度

負担

担当課室 企画課 朝川　知昭

事業名

会計区分

29年度

8

翌年度へ繰越し -

計

28年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

　「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に基づき、地方公共団体が障害児（者）及び、障害児を監護又は養育する父母等に対して受給資格の認定等
を行い、当該受給資格者に対し特別児童扶養手当等を支給するもの。
　特別児童扶養手当給付費（特別児童扶養手当受給者。補助率：国10/10）、特別障害者手当等給付費負担金（特別障害者手当等受給者。補助率：国３／
４、都道府県及び市又は福祉事務所設置町村１／４）、事務取扱交付金（都道府県及び市町村。補助率：国10/10）、特別児童扶養手当支給業務庁費（システ
ム運用・保守等）

-

151,209

- -

- -

-

10補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

161,396

--

149,835

昭和３９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　精神又は身体に障害を有する児童について特別児童扶養手当を支給し、精神又は身体に重度の障害を有する児童に障害児福祉手当を支給するとともに、
精神又は身体に著しく重度の障害を有する者に特別障害者手当を支給することにより、これらの者の福祉の増進を図るものである。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

151,219 156,789 161,396 162,984 165,071

153,898 157,154

執行率（％） 99% 98% 97%

　近年の医学的知見を踏ま
え、その都度、認定基準の
見直しを行うことにより、適
正な運営管理に努める。

435,222

29
26年度 27年度 28年度

○近年の医学的知見を踏まえ、その都度、認定基準の見直しを行うことによ
り、適正な運営管理に努めることを目標とし、26～28年度においては、その

適正な運営管理に努めた。

- 441,802

100 100 99 -

438,415

-

-

-

「在宅心身障害児（者）福祉対策費補助金の国庫補助につい
て」交付要綱等

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

162,984 165,071

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

目標最終年度

年度

38,945

1,047

16

162,984 165,071

事業番号 　 0735

障害者施策

29年度当初予算

122,976

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

特別児童扶養手当給付費

特別障害者手当等給付費
負担金
事務取扱交付金

特別児童扶養手当支給業
務庁費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

手当額の増額及び受給者数の増加

30年度要求

125,024

38,987

1,047

13



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

-

-

　障害児・者世帯の所得を保障するため、特別児童扶養手
当は国が全額負担し、特別障害者手当等は国が3/4負担し
て事業を行っており、民間等に委ねることができない。

○

評　価項　　目

　障害児の保護者、重度の障害者の所得保障の一環として
実施する事業であり、国費を投入しなければ事業目的は達
成できない。

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

人

計算式 　　X/Y

4,210

26年度 27年度 28年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

年度

1,047,529千円
／248,802人

29年度活動見込

4,498 4,279 4,345

活動実績

28年度

円

単位

計画開始時

特別児童扶養手当・障害児福祉手当は、受給対象児童
数。
特別障害者手当・経過的福祉手当は、受給者数。

28年度 29年度

- - -

○

単位
-

人

1,020,036千
円

／238,290
人

事
業
の
効
率
性

システムの運用・保守業務については、一般競争入札を実
施しており、他の支出先については、都道府県、市町村及び
受給者のみに限定されている。

無

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

　障害児・者世帯の所得を保障するための事業であり、優先
度が高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

27年度 28年度

-

単位

単位当たりコスト＝X／Y

X：「各年度事務費等執行額」
Y：「各年度特別児童扶養手当支給対象児童数」

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

無

○

国
費
投
入
の
必
要
性

1,045,263千
円

／232,396
人

27年度

1,057,806千
円

／243,473
人

改革
項目

分野： - -

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

精神又は身体に障害を有する障害児者に対して特別児童扶養手当等を支給することにより、これらの者の福祉の増進を図っている。

-

- -
定量的指標

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 Ⅷ－１－１　障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備すること

政策 必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域における生活を総合的に支援すること

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

特別児童扶養手当 
232,396 

特別障害者手当 
122,218 

障害児福祉手当 
66,122 

経過的福祉手当 

特別児童扶養手当 
238,290 

特別障害者手当 
122,731 

障害児福祉手当 
65,611 

経過的福祉手当 
4,322 

特別児童扶養手当 
244,635 

特別障害者手当 
123,494 

障害児福祉手当 
66,164 

経過的福祉手当 
4,122 

特別児童扶養手当 
229,166 

特別障害者手当 
122,823 

障害児福祉手当 
66,760 

経過的福祉手当 
5,159 

特別児童扶養手当 
237,268 

特別障害者手当 
122,990 

障害児福祉手当 
66,540 

経過的福祉手当 
4,622 

特別児童扶養手当 
248,802 

特別障害者手当 
123,684 

障害児福祉手当 
65,561 

経過的福祉手当 
3,755 

特別児童扶養手当 
243,473 

特別障害者手当 
122,836 

障害児福祉手当 
65,008 

経過的福祉手当 
3,905 



-

502

757

738

455

755

398

771平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

事業番号 事業名所管府省名

--

○

　本手当は、障害児・者に給付されるものであり、適正な運
用が図られている。

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　手当給付に必要なものに限定して支出している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き、必要な予算を確保しつつ適切な事業の実施に努めることとする。

　活動実績にある通り、毎年受給者数が増加し、障害児・者の福祉の向上に資する優先度が高い事業となっている。
　経費については、毎年指導監査を実施することにより、手当給付制度の適正な運用を図っているため、必要最低限の合理的なものとなって
いる。

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

点検対象外

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

平成28年度

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
　手当額については、国民年金と同様、物価スライドに基づ
き算定されており、また、直近の支給実績を勘案した受給者
数を見込んでいるため、適切な事業規模と考えている。

○

○

精神又は身体に障害を有する障害児者の福祉の増進を図るため、引き続き、必要な予算額を確保し、適正な執行に努めること。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績については、ほぼ成果目標通りとなっている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　見込みについては、前年の実績を基に算出しているが、活
動実績は、ほぼ見込み通りとなっている。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

点検結果

　特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、国の
責務により、特別児童扶養手当については国が全額負担
し、特別障害者手当等については国が3/4負担して事業を
行っている。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

厚生労働省
特別児童扶養手当等給付諸費

157,154百万円
特別児童扶養手

当給付費
117,668百万円

特別児童扶養手
当支給業務庁費

24百万円

特別障害者手当
等給付費負担金

38,470百万円

事務取扱交付金
992百万円

　特別児童扶養手当の
支払業務

　特別児童扶養手当の
支払いに係る事務費及
びシステム運用・保守経
費

　特別障害者手当等に
おける給付費の交付

　特別児童扶養手当の
支給に係る事務費の交
付

【一般競争
（総合評価）】

A：株式会社電算
1百万円

地方厚生（支）局
38,470百万円

地方厚生（支）局
992百万円

　特別児童扶養手当支払シス
テムの運用・保守業務

　管内都道府県に対し、特別
障害者手当等における給付費
を交付

　管内都道府県に対し、特別
児童扶養手当の支給に係る事
務費を交付

【補助金等交付】 【補助金等交付】

Ｂ：都道府県（47）
38,470百万円

Ｄ：都道府県（47）
992百万円

　・特別障害者手当等の支給
事務
　・管内市又は福祉事務所設
置町村に対し、特別障害者手
当等における給付費を支出

　・特別児童扶養手当の支給
に係る事務
　・管内市町村に対し、特別児
童扶養手当等の支給に係る事
務費を支出

【補助金等交付】 【補助金等交付】

Ｃ：市又は福祉事務所
設置町村（897）
35,627百万円

Ｅ：市町村（1,736）
581百万円

　特別障害者手当等の支給事
務

　特別児童扶養手当の支給に
係る事務

【支給】 【支給】

特別児童扶養手当受給
者

117,668百万円

特別障害者手当等受給者 37,504百
万円

（都道府県分2,905百万円＋市又は福
祉事務所設置町村分34,599百万円）

特別障害者手当等受給者 38,470百万円 

（都道府県分2,843百万円＋市又は福祉事務所

設置町村分35,627百万円） 



支出先上位１０者リスト

A.

B

株式会社電算

栃木県 5000020090000 特別障害者手当等の支給 418 補助金等交付 - - -

特別障害者手当等の支給 583 補助金等交付 - - -

山梨県 8000020190004 特別障害者手当等の支給 196 補助金等交付 - - -

茨城県

長野県 1000020200000 特別障害者手当等の支給 684 補助金等交付 - - -

2000020080004

3,668

金　額
(百万円）

A.株式会社電算

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

69

特別障害者手当等給付費（市（特別区を含
む）又は福祉事務所設置町村）

扶助費

使　途

雑役務費

24

B.東京都
金　額

(百万円）

1

特別障害者手当等給付費（東京都分）

費　目 使　途

計 1 計 3,692

扶助費 特別障害者手当等給付費 247 交付金
特別児童扶養手当の支給に係る事務費（市
町村分）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

負担金システム運用・保守経費

費　目

C.江戸川区 D.神奈川県

費　目 使　途

事務費
特別児童扶養手当の支給に係る事務費（神
奈川県分）

10

計 247 計 79

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事務費
特別児童扶養手当の支給に係る事務費（横
浜市分）

47

計 47 計

1

E.横浜市 F. 

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

0

4 86％

法　人　番　号

1100001002083 1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
特別児童扶養手当支払シ
ステムの運用・保守業務

2

-

神奈川県 8000020130001 特別障害者手当等の支給 1,833

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京都 8000020130001 特別障害者手当等の支給 3,692 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

千葉県 4000020120006 特別障害者手当等の支給 1,600 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

埼玉県 1000020110001 特別障害者手当等の支給 1,579 補助金等交付 - - -

10

8

9

群馬県 7000020100005 特別障害者手当等の支給 464 補助金等交付 - - -

新潟県 5000020150002 特別障害者手当等の支給 1,117 補助金等交付 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



C

D

E

茅ヶ崎市 1000020142077
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

0.6 補助金等交付 - - -

小田原市 1000020142069
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

0.5 補助金等交付 - - -

藤沢市 2000020142051
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

1 補助金等交付 - - -

横須賀市 3000020142018
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

1 補助金等交付 - - -

大和市 5000020142131
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

0.9 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

横浜市 3000020141003
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

47 補助金等交付 - - -

長野県 1000020200000
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

25 補助金等交付 - - -

茨城県 2000020080004
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

16 補助金等交付 - - -

栃木県 5000020090000
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

13 補助金等交付 - - -

神奈川県 8000020130001
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

79 補助金等交付 - - -

埼玉県 1000020110001
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

45 補助金等交付 - - -

千葉県 4000020120006
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

37 補助金等交付 - - -

板橋区 6000020131199 特別障害者手当等の支給 150 補助金等交付 - - -

江東区 6000020131083 特別障害者手当等の支給 135 補助金等交付 - - -

町田市 6000020132098 特別障害者手当等の支給 221 補助金等交付 - - -

練馬区 3000020131202 特別障害者手当等の支給 203 補助金等交付 - - -

世田谷区 1000020131121 特別障害者手当等の支給 174 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

足立区 2000020131211 特別障害者手当等の支給 240 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

江戸川区 1000020131237 特別障害者手当等の支給 247 補助金等交付 - - -

7

8

5

6

八王子市 1000020132012 特別障害者手当等の支給 188 補助金等交付 - - -

9

10

葛飾区 1000020131229 特別障害者手当等の支給 140 補助金等交付 - - -

大田区 1000020131113 特別障害者手当等の支給 153 補助金等交付 - - -

1

4

5

2

3

東京都 8000020130001
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

53 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

新潟県 5000020150002
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

19 補助金等交付 - - -

10 山梨県 8000020190004
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

6 補助金等交付 - - -

群馬県 7000020100005
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

12 補助金等交付 - - -

1

2

5

6

3

4

相模原市 1000020141500
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

5 補助金等交付 - - -

川崎市 7000020141305
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

8 補助金等交付 - - -

9

10

7

8

厚木市 5000020142123
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

0.8 補助金等交付 - - -

平塚市 3000020142034
特別児童扶養手当の支給
に係る業務

0.7 補助金等交付 - - -



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -


